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　東町仮置場の全体を原形復旧する工事の契約を可決しました。

　今後は産業団地として整備が進められます。

工事の名称　　　東町仮置場原形復旧工事

工事の場所　　　下北迫字東町地内

工　　　期　　　着工　令和３年６月12日

　　　　　　　　完成　令和４年６月10日

工事請負代金　　２億6400万円　　　　　

請　負　者　　　常磐開発・西本建設

                　　特定建設工事共同企業体

　硬質な岩盤の出現で道の駅として整備が出来なくなった土砂採取

区域の崩落防止や排水対策を行う工事の契約を可決しました。

　今後は防災エリアとして整備する方針が検討されています。

工事の名称　　　折木地区土砂採取区域災害対策工事

工事の場所　　　折木字正木内地内　他

工　　　期　　　着工　令和３年６月12日

　　　　　　　　完成　令和４年３月31日

工事請負代金　　１億7050万円　　　　　

請　負　者　　　田中・五社山

　　　　　  　　特定建設工事共同企業体

折木地区土砂採取区域災害対策工事

東町仮置場原形復旧工事

●議案第39号　 広野町議会議員及び広野町長の選挙における選挙運動の公費負担に関する

条例の制定について（改正された公職選挙法に基づき選挙カーなどの費用

を公費で負担する条例を制定）

●議案第40号　広野町子どもの権利条例の制定について

　　　　　　　　（子どもを支援するための基本理念を定める条例を制定）

●議案第41号　広野町税特別措置条例の一部を改正する条例

　　　　　　　　（省令等の改正にともなう改正）

●議案第42号　 広野町復興産業集積区域における町税の特例に関する条例の一部を改正す

る条例（東日本大震災復興特別区域法等の改正に伴う改正）

●議案第43号　広野町手数料徴収条例の一部を改正する条例

　　　　　　　　（ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律の改正に伴う改正）

●議案第44号　広野町国民健康保険税条例の一部を改正する条例

　　　　　　　　（令和３年度の税率の変更及び軽減額の改定を行うための改正）
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　　　　　　　県産品の評価と
　　　　　　　自然を守るべき

　海洋放出の方針決定後、県内で19の市町村が

反対あるいは慎重にという意見書を出していま

す。

　漁業ばかりでなく、農業、林業、販売業の方

は10年間地道な努力を続け、県産の商品は評価

が上がってきたところでしたが、すでに県産の

魚などの売り上げに影響が出ています。

　風評被害は国内の産業に大きなマイナスの影

響を与え、海洋放出は自然を壊すことになるの

で、賛同をお願いします。

　　　　　　　黒田 政徳 議員

　　　　　　　２年間で国の対応
　　　　　　　を見極めるべき

　私は海洋放出をするべきだとは思っておりま

せんが、海洋放出まで２年間の猶予がございま

す。

　この２年間で国が説明責任を果たし、風評被

害にしっかり対応する過程を見てからでも、意

見書を提出することはできます。

　現時点で提出する必要はないと思いますので

反対します。

トリチウム他の放射性核種を含む

汚染水の海洋放出方針の決定に強く

抗議し決定の撤回を求める意見書

　国が、福島第一原子力発電所のタンクに溜まっているトリチウムを含むＡＬＰＳ処理水の処分を海

洋放出で行う方針を示したことを受け、阿部憲一議員が国等への意見書の提出を発議しました。

　議会の意見として提出するか否かをめぐって討論が行われ、採決の結果、賛成２、反対７で否決し

ました。

新型コロナ被害 国保税等の減免を継続国保税等の減免を継続
　昨年度に制定された、生計維持者が新型コロナウイルス感染症により死亡したり、重篤な傷病を

負った場合や、収入が減少した場合に国民健康保険税や介護保険料を減免するための条例の改正を

可決し、令和３年度も国保税等の減免を継続することとなりました。

その他の可決議案 

討論の末　　　　で否決
賛成２
反対７

賛成 反対


